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・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

今後の
方向性

　社会の変化に対応して、人間性豊かな生活を営むため、また、住みよい地域社会をつくるために必要な現代
的課題や地域課題に関する学習講座の内容を充実させ、引き続き公民館との連携を図りながら、市民に対し
学習機会を提供していく。なお、市民の生涯学習に対する高まりのなかで、市民がいかに現代的課題や地域
課題に関心を持ち、主体的に講座に参加していただくかが課題である。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など
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　講座の内容によっては、学習効果等をねらい高度な専門的知識を持つ講
師を招くこともあるが、公民館で学習した成果を地域に還元するという観点
や、現代的課題・地域課題は市民が連帯意識を持ちながら解決していくこと
が公民館活動としてのあるべき姿であるため、公民館利用者やボランティ
アに講師を依頼して実施するなど、経費面の節約と学習効果面を見ながら
講座運営を行った。

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い
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１　事務事業の基本事項

平成２３年度教育委員会事務点検評価（平成２２年度実施事務事業）評価表
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３　事務事業の実施状況と成果

　 社会の変化に対応して、市民が豊かな生活を営むために、また、住みよい地域社会をつくるために学習し
ておく必要のある現代的課題や地域課題に関する学習機会の提供を行い、その学習をとおして地域を支え
る市民の育成と地域活動への参加を促進していく。

２１年度

目標値

活動内容

（下段）前年度
の方向性に対
する改善活動

0

事業開始
の背景等

　 生涯学習の中核を担う社会教育の充実を図るため、社会教育（公民館）事業の実施において専任の職員
による現代的課題や地域課題への取組みの強化が必要とされている。 参加者一人あたりのコスト

指標名

単位コスト

効率性
指標

事業費計（直接費決算額＋人件費）

　環境、人権、少子高齢化など現代的課題や地域課題に関する講座は、趣
味・教養的な講座と異なり市民の学習ニーズは高くないが、市民が社会の
変化に対応し、心豊かな生活を営むために、また、住みよい地域社会をつく
るためにはこうした学習機会を提供することは必要不可欠である。学習成
果を基に人づくり、地域社会づくりが進めば狭山市そのものが発展していく
ことにもなる。
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◆第一次評価　（担当課による評価）

評価の視点
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２　事務事業の目的・内容

22,645

　活動指標、成果指標ともに概ね目標達成ができた。講座の実施にあたっ
ては講座名・学習内容の工夫、また、市民が参加しやすい時間帯の開催な
どに努めている。学習の成果は直ぐに表れるものではないが、現代的課題
や地域課題に対する市民の理解と地道な学習活動が進めば、地域社会の
担い手となる人材が地域の中で網の目のように育っていくことが期待でき
る。

評価

５　事務事業の評価

有
効
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項目

５

評価理由

　公民館や市長部局関係各課、NPO等と連携を図りながら、社会教育（公民館）事業として現代的課題や地
域課題に関する講座等を実施する。

（前年度方向性評価）

前年度

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など
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単発の事業として捉えるのではなく、他の事業や対策と連携させていくことが重要と思われる。担当課の評価にもあるとお
り、単に講座に参加すればよいとするのではなく、まちづくりなどの地域活動に結びつけたり、団体間の連携につなげる対
策を明確に立てておくべきであろう。
元気大学は、内容的には公民館の講座と区分けする必要があるのか否か、狭山市全体として住民の地域課題解決能力
アップの仕組み作りの視点で再検討する必要があると考える。首長部局と教育委員会との関係性を含め、丁寧な再考を
望みたい。
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環境配慮

実施形態

講座資料を極力ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ作成にするなど、紙の省力化に努めた。

( )直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理

自治事務 法定受諾事務 法定受諾事務＋自治事務


